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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第３四半期連結
累計期間

第80期
第３四半期連結

累計期間
第79期

会計期間

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　12月31日

自平成31年
　４月１日
至令和元年
　12月31日

自平成30年
　４月１日
至平成31年
　３月31日

売上高 （千円） 3,664,683 3,570,154 4,883,450

経常利益又は経常損失（△） （千円） 30,485 129,121 △108,758

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）

（千円） 22,709 121,065 △116,501

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △48,152 141,502 △179,966

純資産額 （千円） 1,957,547 1,951,879 1,825,733

総資産額 （千円） 6,274,567 5,618,148 5,855,312

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
（円） 62.37 335.66 △319.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.2 34.7 31.2

 

回次
第79期

第３四半期連結
会計期間

第80期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

自令和元年
　10月１日
至令和元年
　12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 25.01 113.89

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第79期第３四半期連結累計期間及び第80期第３四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益」につきましては、潜在株式がないため、記載しておりません。

　４．第79期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間(平成31年４月１日から令和元年12月31日まで)における日本の経済情勢は、企業収

益の改善や雇用環境の改善傾向が進み、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、慢性的な人手不足、

米中貿易摩擦の長期化等により先行き不透明な状況が続いています。

住宅市場におきましては、10月に実施された消費税増税の影響は、前回の消費税増税時の様な駆け込み需要、

増税後の需要落ち込みは見られず、比較的安定した状況で推移いたしました。

当第３四半期連結累計期間における当社販売エリアである東海３県下の新規住宅着工戸数においては、総着工

戸数は前年度比3.5％の減少、持家着工戸数は2.0％の増加となり、借家建築が減少し持家需要が増加している状況

となっております。

このような状況の中で当社グループにおきましては、本業の収益改善を目指し事業部の統廃合を行い、コスト

削減を進め機能的な組織作りを行ってまいりました。

また、所有不動産のさらなる有効活用を図るため、管理体制の強化と資産の付加価値を高める施策を行ってま

いりました。

この様な改革を行いつつ、営業本部では販売方法の見直しと収益確保を行い、開発企画本部においては、分譲

マンション・戸建て分譲の販売に努めてまいりました。

以上の結果から、当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高合計は3,570百万円（前年同期

比94百万円減、2.6％減）となりました。利益面につきましては、営業本部での販売方法の見直しが進み利益確保

ができたことと分譲マンションの販売が順調であったことが影響し、営業利益は109百万円（前年同期比95百万円

増、684.0％増）、経常利益は129百万円（前年同期比98百万円増、323.5％増）となり、親会社株主に帰属する四

半期純利益は121百万円（前年同期比98百万円増、433.1％増）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、前第３四半期連結累計期間との比較

は組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した数値との比較を記載しております。

1）営業本部

　営業本部におきましては、既存顧客とのつながりを強化すると共に顧客属性に対応した組織体制に改変し、コス

ト・配送料の徴収など収益性の見直しを行い、新規顧客への営業活動を進めてまいりました。

　その結果、売上高は2,881百万円（前年同期比412百万円減、12.5％減）となり、セグメント損失は42百万円

（前年同期はセグメント損失77百万円）となりました。

 

2）開発企画本部

　開発企画本部におきましては、三重県四日市市と岐阜県瑞穂市で分譲住宅の販売、三重県鈴鹿市で分譲マンショ

ンの販売を行うと共に、リフォーム、注文住宅の受注・施工を進めてまいりました。

　また、賃貸物件の保守管理、付加価値向上を目指した改修工事等を積極的に行ってまいりました。

　その結果、売上高は679百万円（前年同期比318百万円増、88.0％増）となり、セグメント利益は144百万円（前

年同期比20百万円増、16.5％増）となりました。

 

3）その他

　その他事業におきましては、本社隣接の敷地を時間貸し・月極駐車場として貸出し収益を得ております。

　その結果、売上高は９百万円（前年同期比０百万円減、3.2％減）となり、セグメント利益は８百万円（前年同

期比０百万円減、0.6％減）となりました。
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(2)当第３四半期連結会計期間末の資産、負債

当第３四半期連結会計期間末（令和元年12月31日現在）の当社グループの財政状態は、売上債権が前連結会計年

度末に比較して65百万円の減少となりました。

　また、たな卸資産は主に不動産在庫が減少したことによって前連結会計年度末に比較して449百万円減少し、仕入

債務は前連結会計年度末に比較して56百万円の減少となりました。

　投資有価証券におきましては株式市況が好調なことから、前連結会計年度末に比較して31百万円の増加となりま

した。

　また、借入金残高は、不動産在庫の売上金で返済を行ったことから前連結会計年度末に比較して318百万円減少し

ました。

　以上の結果から、自己資本比率は前連結会計年度末に比較して3.5ポイント増加の34.7％となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

　特に記載すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（令和元年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 名古屋証券取引所第二部
単元株式数

100株

計 400,000 400,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（百株）

発行済株式
総数残高
（百株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

令和元年10月１日～

令和元年12月31日
― 4,000 ― 200,000 ― 6,567

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（令和元年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    令和元年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 41,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 357,400 3,574 －

単元未満株式 普通株式 1,600 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  400,000 － －

総株主の議決権  － 3,574 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

②【自己株式等】

    令和元年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

名古屋木材㈱
名古屋市中川区山王

二丁目６番41号
41,000 － 41,000 10.25

計 ― 41,000 － 41,000 10.25

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動
 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員

開発企画本部長

兼不動産物流事業部長

兼商品開発室統轄

取締役執行役員

市場本部長

兼住宅事業部統轄

兼商品開発室統轄

恒川　裕司 令和元年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（令和元年10月１日から

令和元年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成31年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(令和元年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 405,751 629,050

受取手形及び売掛金 736,882 671,351

たな卸資産 958,057 508,452

その他 20,541 23,592

貸倒引当金 △11,300 △900

流動資産合計 2,109,932 1,831,546

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,610,184 2,610,184

その他（純額） 460,820 472,669

有形固定資産合計 3,071,005 3,082,854

無形固定資産 14,133 10,856

投資その他の資産   

投資有価証券 547,802 578,945

その他 180,051 179,257

貸倒引当金 △67,611 △65,311

投資その他の資産合計 660,242 692,891

固定資産合計 3,745,380 3,786,602

資産合計 5,855,312 5,618,148

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 885,416 828,763

短期借入金 830,000 560,000

1年内返済予定の長期借入金 708,610 730,090

未払法人税等 2,897 2,714

賞与引当金 12,000 11,000

その他 122,801 161,322

流動負債合計 2,561,724 2,293,891

固定負債   

長期借入金 710,010 640,340

繰延税金負債 497,370 506,118

退職給付に係る負債 92,475 88,363

受入保証金 136,662 116,369

その他 31,335 21,186

固定負債合計 1,467,854 1,372,378

負債合計 4,029,579 3,666,269
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成31年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(令和元年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 6,567 6,567

利益剰余金 1,551,200 1,672,266

自己株式 △107,897 △123,254

株主資本合計 1,649,870 1,755,580

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 175,862 196,298

その他の包括利益累計額合計 175,862 196,298

純資産合計 1,825,733 1,951,879

負債純資産合計 5,855,312 5,618,148
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年12月31日)

売上高 3,664,683 3,570,154

売上原価 3,048,930 2,875,292

売上総利益 615,753 694,862

販売費及び一般管理費 601,806 585,527

営業利益 13,946 109,334

営業外収益   

受取利息 104 86

受取配当金 19,708 20,854

仕入割引 10,254 8,248

受取保険金 6,652 3,083

その他 5,160 6,526

営業外収益合計 41,879 38,800

営業外費用   

支払利息 13,873 11,923

売上割引 7,412 7,063

その他 4,053 25

営業外費用合計 25,340 19,013

経常利益 30,485 129,121

特別利益   

固定資産処分益 1,499 －

特別利益合計 1,499 －

特別損失   

固定資産処分損 821 5,226

リース解約損 2,945 936

特別損失合計 3,766 6,163

税金等調整前四半期純利益 28,219 122,957

法人税等 5,509 1,891

四半期純利益 22,709 121,065

親会社株主に帰属する四半期純利益 22,709 121,065
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年12月31日)

四半期純利益 22,709 121,065

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △70,862 20,436

その他の包括利益合計 △70,862 20,436

四半期包括利益 △48,152 141,502

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △48,152 141,502

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年12月31日）

減価償却費 33,871千円 34,353千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 10,924 30  平成30年３月31日  平成30年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年12月31日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 営業本部

開発企画
本部

計

売上高      

外部顧客への売上高 3,293,413 361,666 3,655,080 9,603 3,664,683

セグメント間の内部売上高又は振替高 13,983 2,007 15,991 － 15,991

計 3,307,396 363,674 3,671,071 9,603 3,680,675

セグメント利益又はセグメント損失（△） △77,610 123,909 46,298 8,403 54,701

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に駐車場賃料であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容

（差異調整に関する事項）

　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 54,701

セグメント間取引消去 1,128

全社部門（注） △25,344

四半期連結損益計算書の経常利益 30,485

（注）全社部門の主な内容は、各報告セグメントに含まれない全社損益、予算配賦した経費の予実差異の

金額の純額であります。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成31年４月１日 至令和元年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 営業本部

開発企画
本部

計

売上高      

外部顧客への売上高 2,881,056 679,801 3,560,857 9,297 3,570,154

セグメント間の内部売上高又は振替高 478 722 1,200 － 1,200

計 2,881,534 680,523 3,562,058 9,297 3,571,355

セグメント利益又はセグメント損失（△） △42,606 144,334 101,728 8,351 110,079

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に駐車場賃料であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容

（差異調整に関する事項）

　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 110,079

セグメント間取引消去 1,092

全社部門（注） 17,949

四半期連結損益計算書の経常利益 129,121

（注）全社部門の主な内容は、各報告セグメントに含まれない全社損益、予算配賦した経費の予実差異の

金額の純額であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

第２四半期連結会計期間より、所有不動産の有効活用、及び物流・倉庫業への参入等を目的とした会社

組織の変更を令和元年７月１日に実施したことに伴い、報告セグメントを従来の「営業本部」、「市場本

部」及び「不動産事業」の３区分から、「営業本部」及び「開発企画本部」の２区分に変更しておりま

す。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年12月31日）

１株当たり四半期純利益

 
62円37銭 335円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円）

 
22,709 121,065

普通株主に帰属しない金額（千円）

 
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
22,709 121,065

普通株式の期中平均株式数（株）

 
364,122 360,682

（注）「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和２年２月13日

名古屋木材株式会社

取締役会　　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　木　勇

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池　田　哲　雄

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋木材株

式会社の平成31年４月１日から令和２年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（令和元年10月１日か

ら令和元年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋木材株式会社及び連結子会社の令和元年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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